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連　結　貸　借　対　照　表
（平成24年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固　 定　 資　 産
有 形 固 定 資 産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土     地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
破産更生債権等
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

（負 債 の 部）
流 動 負 債

支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
設備関係未払金
繰 延 税 金 負 債
製品保証引当金
役員賞与引当金
そ の 他

固 定 負 債
長 期 借 入 金
繰 延 税 金 負 債
退職給付引当金
そ の 他

負 債 合 計

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

負債・純資産合計

12,994,512
2 ,830 ,285

  6 ,467 ,202
1 ,856 ,491

   1 ,161 ,949
427 ,323
 25 ,047
241 ,259

△ 15 ,048

4,537,729
 4,030,678
2 ,148 ,730 

   922 ,666
123 ,691

    814 ,347
21 ,242

 230,177
125 ,457    

     104 ,719

276,873
 161 ,084

19 ,200
     41 ,493

      68 ,541
      28 ,047

△ 41 ,493

17,532,241

6,762,535
3 ,861 ,193

 1 ,350 ,000
418 ,000
495 ,882

   147 ,413
14 ,364   
4 ,901

26 ,140
25 ,000

419 ,640

1,962,434
122 ,000
280 ,638 

1 ,509 ,439
    50 ,356
8,724,970

8,888,272
2 ,506 ,512

 2 ,028 ,834
 4 ,401 ,156
△ 48 ,231

△ 151,641
 13 ,060

△164 ,701
70,640 

8,807,271

17,532,241
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　損　益　計　算　書
（平成23年４月１日から　平成24年３月31日まで） （単位：千円）

科 目 金 額
売　　 上　　 高
売　 上　 原　 価

売  上  総  利  益
販売費及び一般管理費

営   業   利 　 益
営 業 外 収 益

受取利息及び配当金
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
支 払 手 数 料
そ の 他

経 　 常 　 利 　 益
税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少数株主損益調整前当期純利益
少 数 株 主 利 益

当　 期　 純　 利　 益

4 ,854
103 ,360

23 ,425
15 ,999
48 ,967 

159 ,688
△ 138 ,812

20 ,102 ,829
15 ,358 ,096
 4,744,732
 3 ,801 ,572

943,159

108 ,214

 88 ,393
 962,981 
962,981

20 ,876
  942,104

15 ,162 
926,941

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（平成23年４月1日から　平成24年３月31日まで） （単位：千円）

平成23年４月１日
残高

連結会計年度中の
変動額

剰余金の配当
当期純利益
自己株式の取得
株主資本以外の項
目の連結会計年度
中の変動額（純額）
連結会計年度中の
変動額合計

平成24年３月31日
残高

平成23年４月１日
残高

連結会計年度中の
変動額

剰余金の配当
当期純利益
自己株式の取得
株主資本以外の項
目の連結会計年度
中の変動額（純額）
連結会計年度中の
変動額合計

平成24年３月31日
残高

2,506,512

─

2,506,512

2,028,834

─

2,028,834

3,536,059

△61,844
926,941

865,097

4,401,156

△48,187

△43

△43

△48,231

8,023,218

△61,844
926,941
△43

865,054

8,888,272

14,417

△1,357

△1,357

13,060

△156,321

△8,379

△8,379

△164,701

△141,904

△9,736

△9,736

△151,641

61,138

9,501

9,501

70,640

7,942,452

△61,844
926,941
△43

△235

864,818

8,807,271

資本金

その他有価
証券評価差額金

資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

少数株主
持分 純資産合計

株主資本

その他の包括利益累計額

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
Ⅰ　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
　１．連結の範囲に関する事項
　　　子会社７社を全て連結の対象としております。  
　　　東洋工機㈱ ・ 東洋機械エンジニアリング㈱  ・ TOYO MACHINERY（M）SDN.BHD. 
　　　	TOYO MACHINERY（T）CO.,LTD.  ・ 東曜機械貿易（上海）有限公司
　　　東洋機械（常熟）有限公司 ・ 東洋機械金属（広州）貿易有限公司

　２．持分法の適用に関する事項
　非連結子会社及び関連会社はありませんので、該当事項はありません。

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　海外連結子会社の決算日は12月31日であり、国内連結子会社の決算日は３月31
日であります。	
　連結財務諸表の作成にあたっては、各子会社の決算財務諸表を使用しておりま
す。ただし、連結決算	日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調
整を行っております。

　４．会計処理基準に関する事項
　（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
　その他有価証券
　　時価のあるもの
	　　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法によっております。
　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によって
　　おります。）
　　時価のないもの
　　移動平均法による原価法によっております。
②たな卸資産

（イ）製品・仕掛品
　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）によっております。	

（ロ）原材料・貯蔵品
　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法）によっております。

　（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しておりますが、海外連結子会社は定額法によっております。
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なお、耐用年数及び	残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基
準によっております。	
　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につ
いては、定額法によ	っております。また、平成19年３月31日以前に取得したも
のについては、償却可能限度額まで償却	が終了した翌年から５年間で均等償却
する方法によっております。		

②無形固定資産
　定額法によっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については
社内における利用可	能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リー
ス期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が
平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっております。

　（３）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金			 

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等	特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

②製品保証引当金
　成形機のアフタ－サ－ビスに対する費用の支出に備えるため、保証書の約款
に従い、過去の実績を基礎にして、当連結会計年度における必要見込額を計上
しております。

③退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上しております。
　なお、過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（５年）による按分額を費用処理することとしております。
　数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（15年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用
処理することとしております。

④役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与に充てるため、当連結会計年度に見合う支給見込
額に基づき計上しております。

　	（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末の直物為替相場により円貨に換算
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し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負
債並びに収益及び費用は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含
めております。

　（５）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約が付されている外貨建
金銭債権債務等につ	いては、振当処理を行っております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段：為替予約取引
　　ヘッジ対象：外貨建売上債権及び外貨建予定取引
③ヘッジ方針

　通常の営業過程における外貨建取引の将来の為替相場の変動リスクをヘッジ
する目的で、先物為替予約取引を行っております。	

④ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジ手段である為替予約とヘッジ対象となる外貨建売上債権及び外貨建予
定取引に関する重要な条件が同一であるため、ヘッジに高い有効性があるもの
と判断しております。

　（６）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

　５．追加情報
　（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、
「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年
12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第24号　平成21年12 月４日）を適用しております。

（法人税率の変更等による影響）
　経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正
する法律及び東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確
保に関する特別措置法が平成23年12月２日に公布されたことに伴い、当連結会計年度
の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成24年４月１日以降解消される
ものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の 40.6% から、回収又は支
払が見込まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは 38.0％、
平成27年４月１日以降のものについては 35.6％にそれぞれ変更されております。
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　その結果、繰延税金負債の純額が29,394千円減少し、当連結会計年度に計上された
法人税等調整額が29,239千円、その他有価証券評価差額金が155千円、それぞれ減少
しております。

Ⅱ　連結貸借対照表に関する注記
　１　有形固定資産の減価償却累計額	 10,401,138 千円

　２　受取手形裏書譲渡高	 66,723 千円

　３　受取手形割引高	 52,028 千円

　４　期末日満期手形
　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行なわれたものとして
処理しております。
　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手
形を満期日に決済が行なわれたものとして処理しております。

	 受取手形　　　150,768 千円
	 支払手形　　　  39,060 千円

Ⅲ　連結株主資本等変動計算書に関する注記
　１　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
	 普通株式　　　20,703,000株	
　２　配当に関する事項
　　（１）配当金支払額

　　（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの

決　　議

平成23年４月26日
取締役会

平成23年10月21日
取締役会

株式の種類

普通株式

普通株式

配当金の
総額（千円）

41,229

20,614

１株当たり
配当額（円）

2.00

1.00

基準日

平成23年
３月31日
平成23年
９月30日

効力発生日

平成23年
６月24日
平成23年
12月６日

決　　議

平成24年４月26日
取締役会

株式の
種類

普通株式

配当の
原資

利益剰余金

配当金の
総額（千円）

61,843

１株当たり
配当額（円）

3.00

基準日

平成24年
３月31日

効力発生日

平成24年
６月27日
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　３　新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。

Ⅳ　金融商品に関する注記
　１　金融商品の状況に関する事項
　　（１）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達につ
いては銀行借入により調達しております。デリバティブは、通常の営業過程にお
ける外貨建取引の将来の為替相場の変動リスクを回避する目的で利用し、投機目
的での取引は行いません。	

　　（２）金融商品の内容及びそのリスク
	　営業債権である受取手形及び売掛金は、信用リスクに晒されています。当該リ
スクに関しては、当社グループの与信管理規程に従って管理を行い、リスク低減
を図る体制をとっております。また、ワールドワイドでの事業展開を進めている
ことから生じる外貨建ての営業債権は、為替変動リスクに晒されていますが、一
部債権については、為替予約を利用してヘッジしております。また、投資有価証
券は、上場株式のほか、業務上の関係を有する企業の株式及び満期保有目的の債
券で構成されており、市場価格の変動リスクに晒されています。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのすべてが１年以内の支払期日です。
借入金の使途は主として運転資金であります。金利は、変動金利であるため変動
リスクに晒されています。
　デリバティブ取引は、通常の営業過程における外貨建取引の将来の為替相場の
変動リスクを回避する目的で利用されており、投機目的での取引は行っておりま
せん。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価
の方法等については、前述の「４．会計処理基準に関する事項（５）重要なヘッ
ジ会計の方法」に記載しております。	

　　（３）金融商品に係るリスク管理体制
　　①信用リスクの管理

　当社グループは、営業債権について与信管理規程に従い、定期的に取引先の状
況を把握し、回収懸念の軽減を図っております。	
　満期保有目的の債券は、格付の高い債券を対象としているため、信用リスクは
僅少であります。	

　　②市場リスクの管理
	　外貨建て営業債権の一部について、為替予約を利用してヘッジしております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有
状況を継続的に見直しております。
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　デリバティブ取引については、月次の取引実績を経理所管役員に報告しております。
　　③流動性リスクの管理

　営業債務及び借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、適時に
資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理しております。

　２　金融商品の時価等に関する事項
　平成24年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及び
これらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め
て困難と認められるものは、次表には、含まれておりません。（（注２）参照。）

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　（１）現金及び預金
	　預金はすべてが短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。	

　　（２）受取手形及び売掛金
	　これら時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間
及び信用リスクを	加味した利率により割り引いた現在価値によることとしており
ますが、そのほとんどが短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似
していると認められることから、当該帳簿価額によっております。	

差　額

 ―

 ―

 △ 234
 ―
 ―
 ―

 ―

 ―

時価（＊１）

 2,830,285
 6 ,467 ,202
 △ 12,389
 6 ,454 ,813

 19 ,765
 101,357
（3,861,193）
（1,350,000）

   （540,000）

 ―

連結貸借対照表
計上額（＊１）
 2,830,285
 6 ,467 ,202
 △ 12,389
 6 ,454 ,813

 20 ,000
 101,357
（3,861,193） 
（1,350,000 ）

   （540,000）

 ―

（１）現金及び預金
（２）受取手形及び売掛金
　　　貸倒引当金（＊２）

（３）投資有価証券
　①満期保有目的の債券
　②その他有価証券
（４）支払手形及び買掛金
（５）短期借入金
（６）１年内返済予定の長期

借入金及び長期借入金
（７）デリバティブ取引

（単位：千円）

（＊１）負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。
（＊２）受取手形及び売掛金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
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　（３）投資有価証券
　時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提
示された価格によっております。	
　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は、以下のとおりであります。

　　①　満期保有目的の債券における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は次
のとおりであります。なお、当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券は
ありません。

	

　　②　その他有価証券における連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は、以
下のとおりであります。

　（４）支払手形及び買掛金、並びに（５）短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

　（６）１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金
　借入金利は、変動金利によっており、短期間で市場金利を反映しており、また、
当社の信用状態は実行後大きく変動していないことから、時価は帳簿価額と近似
していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

　（７）デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ご
との連結決算日における契約額は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

差　額

 21,606 
 
 △ 7,439 
  14 ,166

連結貸借対照表
計上額

 51,887 
 
 49 ,470 
  101 ,357

取得原価

 30,281

 56 ,909

 87 ,190

区　　分

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

合　　計

種類

株式

株式

（単位：千円）

差　額

△ 234

△ 234

連結決算日における
時価

19,765

19,765

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

20,000

20,000

区　　分

時価が連結貸借対照
表計上額を超えないもの

合　　計
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

Ⅴ　賃貸等不動産に関する注記
　１　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、兵庫県明石市その他の地域において、賃貸用土地等を有しております。

　２　賃貸等不動産の時価等に関する事項

Ⅵ　１株当たり情報に関する注記
　　１株当たり純資産額	 423円81銭	
　　１株当たり当期純利益	 44円97銭	

（単位：千円）
ヘッジ会計の
方法

為替予約等の
振当処理

デリバティブ
取引の種類等
為替予約取引
売建　　
　香港ドル

ヘッジ対象

売掛金

契約額等

1,494
1,494

時　価

（注）

合　　　　　計
（注）ヘッジ対象とされている受取手形及び売掛金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該受取手形及び売掛金の時価に含めて記載しております。

（単位：千円）
区　　　分

非　上　場　株　式

連結貸借対照表計上額

39 , 7 2 7

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが、極めて困難と認めれ
らるものであるため、｢投資有価証券（３）②その他有価証券」に含めておりません。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額

83 , 3 2 0

時　　　価

1 , 2 1 3 , 4 3 1

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額及び減損損失累
計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主として鑑定評価額又は固定資産税評価額
を基に合理的に調整した価額を使用しております。


